
  基本情報   調査先の業種別構成比

問１．
貴社では、人手の状況をどのように認識していますか。人手が不足している場合や、過剰な場合
は、過不足のある職域をお答えください。
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問２．

問３． 貴社では、人材確保のための職場環境改善へ向けて実施していることはありますか。

最低賃金の引き上げが、貴社の雇用に与える影響はありますか。
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問４．

問５．

10

貴社では、生産性向上に向けた取組みをしていますか。

貴社では、人材育成や確保のために、地域金融機関に対して融資以外の点で求めることはありま
すか。
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